
 

令和７年度 第１回 まちづくり専門委員会議  

 

令和７年８月 26日（火）14：00～16：00 

三宮国際ビル７階 701 会議室 

 

次第 

 

１．開会 

 

 ２．まちづくり支援事業の検証評価                ・・・［資料１］ 

（１）長期活動団体・長期協定運用団体助成の更新 

  ・道場八多連合まちづくり協議会     （更新４回目） 

・会下山地区まちづくり協議会      （更新４回目） 

・北野、山本地区をまもり、そだてる会 （更新 11回目） 

・旧居留地連絡協議会          （更新９回目） 

・フラワーロード沿道まちづくり協議会 （更新３回目） 

・トアロード地区まちづくり協議会    （更新５回目） 

・三宮中央通りまちづくり協議会    （更新４回目） 

・みなと元町タウン協議会          （更新６回目） 

  

（２）まちづくり専門家派遣[コンサルタント派遣] 

  ・旧居留地連絡協議会          （地域提案事業） 

 

 ３．閉会 

 

◆その他配布資料◆  

・令和７年度 まちづくり専門委員一覧             ・・・[資料２] 

 ・まちづくり専門委員会議開催要綱               ・・・[資料３] 



まちづくり協議会への支援制度

神戸市では、わがまちの特性に応じた多種多様なまちづくりのニーズに対応するために、

地域のみなさんが行うまちづくり活動を経済的・技術的に支援しています。

経済的支援 技術的支援

まちづくり助成制度 まちづくり専門家派遣制度

まちづくり協議会等の活動において
発生する、会議の開催経費やまちづ
くりニュースの印刷費など、その活
動費の一部を助成する

まちづくりに関する勉強会、まちづく
り構想やまちづくり協定の策定、共同
建替のための権利者の合意形成等の
支援のため、専門知識や技術を持った
専門家をまちづくり協議会へ派遣す
る

資料１
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補助対象となる活動とその経費
まちづくり助成の補助対象経費としては、活動の種類に応じて３つに分類されます。どのよう
な活動に、どのような経費が対象となるのかを把握のうえ、活動を実施します。

①基幹活動
まちづくりの主となる活動として、勉強会（定例会）・活動の周知等を中心にまちづくりを推進す
る団体として必ず実施する活動
［例］会議の開催経費（会場使用料等）、ニュースの発行・アンケート調査（印刷費）等

②提案活動
基幹活動をより効果的に行うための、
地域独自の活動
［例］先進事例研究（交通費）等、活動ﾊﾟﾈ
ﾙ展示（印刷費）等

③事務費
団体の活動に必要な事務用品等の費用
［例］封筒代（消耗品費）等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主となる活動【基幹活動】 

 補完する活動【提案活動】 

事務費 

定例会 

講習会 

ワークショップ 

アンケート調査 

まち歩き 
基本構想の策定 

地区整備計画の作成 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの作成 

・維持管理 

広報紙作成 

パンフレット作成 

まちづくり 

イベント 

先進事例 

現地研究調査 

活動パネ

ル展示 

ｲﾍﾞﾝﾄ案内看板・ 

案内ﾊﾞﾅｰ作成 

これまでの活

動記念誌作成 

初動期団体：２万円まで
初動期以外：６万円（補助金換算）まで

基幹活動+提案活動に要する補助金の1/10以内

まちづくり助成
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・まちづくりの段階によって団体種別を区分し、その区分に応じて助成の期間・限度額を定めている

団体種別 団体の活動段階 助成期間 助成限度額

初動期団体
地域課題の把握など、まちづくりに取り組み始めた段
階 原則２年 10万円/年

まちづくり推進
準備団体

構想づくりと合意形成
・まちづくりの目標や方針を地域で共有するために、
今後のまちのあり方を構想としてまとめる。

原則３年
30万円/年

まちづくり推進団体
具体のルール作成やものづくりの実行・合意形成
★神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条
例による認定を受けている

原則７年
30万円/年

事業推進団体
神戸市が行う事業を、地域と市が協力しながら進めて
いる（密集事業、都市計画事業）

事業等の完了
目標年次まで

30万円/年

長期活動団体

運用期・自立化した活動
・10年以上にわたって組織的に活発なまちづくりの活動を実
施
・他のまちづくり団体への模範的・指導的立場で、かつ啓発活
動、人材育成活動を行うことのできる
・まちづくりの自立に向けた活動に取り組む

3年（6年）
（更新）

助成対象経費の
1/2かつ

30万円/年

長期協定運用団体
長期活動団体の条件を満たして、まちづくり協定を運
用している

６年
（更新）

補助対象経費の
５万円まで全額
５万円以上は1/2
合計30万円/年

再開発準備組合 市街地再開発事業の準備を目的に活動している 原則３年
補助対象経費の
1/2かつ年間

100万/haを限度

まちづくり助成
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※専門知識や技術
類似事例の紹介
関係法令・事業制度等の解説
広告物のレイアウト など

まちづくり構想の策定
まちづくり協定等の策定
共同建替のための合意形成 など

まちづくり協定等の運用 など
（７回/年）

※景観系の団体は12回/年

③アドバイザー派遣②コンサルタント派遣

まちづくりに関する勉強会、まちづくり構想やまちづくり協定の策定、共同建替
のための権利者の合意形成等の支援のため、専門知識や技術※を持った専門家
をまちづくり協議会へ派遣する制度

まちづくりについての勉強会の開催
まちづくり協議会設立に向けた検討会

など
（10回/年）

①コーディネーター派遣

まちづくり専門家派遣
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5

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ派遣種別 対象団体 派遣期間 検証評価

まちづくり構想策定
まちづくりの推進を、組織的、継続的及び計画的に行
おうとするもので、計画区域を代表する組織

３年以内 初年度に審査

協定等策定 ４年以内 初年度に審査

協定等運用
まちづくり協定等を運用しているもので、計画区域を
代表する組織

１年以内 ー

協定等更新 ２年以内 ー

都市計画事業推進
神戸市が定める計画等に関連してまちづくりの推進
を組織的、継続的、及び計画的に行おうとするもの

公表されている
事業等の完了
目標年次まで

初年度に審査

建築物共同・協調化
建築物共同化等を計画する目的をもって、権利者が
結成したもの ３年以内 初年度に審査

地域提案事業

計画区域を代表する組織
(1)まちづくり構想等の実現に向けた取組を行おう
とするもの
(2)要綱の目的を推進するために市長が特に必要で
あると認めたもの

２年以内 初年度に審査

事前調査・検討

次のいずれかに該当する活動に取組むために必要と
なる事前調査・検討を行おうとするもの
(1)まちづくり構想策定
(2)都市計画事業推進
(3)建築物共同・協調化

１年以内 ー

まちづくり専門家派遣
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まちづくり専門家派遣制度

コンサル（構想策定：原則3年以内）派遣の要件

①今後のまちづくりの方針、まちづくりの構想等を作成する。

②原則として計画区域が５００㎡以上の面積を有すること。

コンサル（地域提案事業：原則2年以内）派遣の要件

①まちづくり構想等の実現に向けた取組を行おうとするもの。

②要綱の目的を推進するため、市長が特に必要であると認めたもの。

【要綱の目的】

この要綱は、市街地において、協働と参画によるわがまち空間づくりの推

進に向け、市が専門的及び技術的な支援を行うことにより、事業の円滑な

推進、コミュニティを守り、育て、創るすまいづくりの推進、土地の有効利用、

及び良好なまちなみの形成を図ることを目的とする。
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年数 1 2 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 …

ま
ち
づ
く
り
助
成

・組織設立準備

・課題整理
・構想づくり
・合意形成

・ルール作り・ものづくりの推進及び実行
・合意形成

・ルール運用
・他の団体の模範、指導的立場
・継続した・自立したまちづくりの取り組み

条例に基づく認定協議会活
動
の
段
階

初動期 最盛期 運用期・自立

①初動期
団体

期間：２年
上限：

１０万円/年

②まちづくり推
進準備団体

期間：３年
上限：３０万円/年

③まちづくり推進団体

期間：７年
上限：３０万円/年

⑥事業推進団体

期間：事業完了年次まで
上限： ３０万円/年

事
業
完
了

④長期活動団体 ⑤長期協定運用団体

期間：３年（更新あり） 期間：６年（更新あり）

上限：３０万円/年

（ 1/2助成・一部全額助成あり ）

審査

任意の団体

審査

審査

運用期初動期

コンサル
（構想策定）

３年

コーディ
ネーター
１０回/年

コンサル
（協定策定）

４年

コンサル
（協定更新）

２年

コンサル
（事業推進）

事業の計画終了年次まで

コーディ
ネーター
１０回/年

アドバイザー
７回/年 または 12回/年

専
門
家
派
遣

審査

審査

まちづくり支援事業の事例（例：まちづくり協定の策定・運用）

審査

コンサル
（地域提案）

２年

審査
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まちづくり協議会
まちづくり助成 専門家派遣

審査の
対象

１０年を超えて支援を受ける団体
・長期活動団体
・長期協定運用団体
・事業推進団体

 更新（３年（協定等は６年ごと）

コンサルタント派遣を受ける団体
・まちづくり構想策定
・ 協定等策定
・ 都市計画事業推進
・ 建築物共同・協調化
・ 地域提案事業

評価軸の
設定

①長期にわたって組織的に活発な活動
を行ってきたか
・地域の環境改善（ルール系）
・都市基盤の整備（事業系）
・良好な景観形成（景観系）

②他のまちづくり団体への啓発活動、
人材養成活動を行うことができる資質
を有しているか

③まちづくりの自立に向けた活動に取り
組んでいるか

①技術的支援の必要性
②まちづくり活動の計画性
③自立に向けた活動の計画性

まちづくり支援事業都市局審査委員会 審議

評価軸に対する事務局の査定を確認のうえ、助成・派遣の適否を決定する

地域のまちづくり活動へ反映

まちづくり支援事業の検証・評価、評価の方針・視点

事務局 査定

申請

まちづくり専門委員会議 意見聴取

まちづくり活動（まちづくり活動の活性化、自立化の促進）について意見・アドバイスを伺う

※意見を、支援の決定通知書に付してまちづくり協議会へ伝える
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所在

北区

兵庫区

中央区

中央区

中央区

中央区

中央区

中央区

所在

中央区9 旧居留地連絡協議会 地域提案 ２年間（令和８～９年）

3 北野･山本地区をまもり、そだてる会 更新（11回目）
３年間（令和８～10年）
1/2助成

6 トアロード地区まちづくり協議会 更新（5回目）
６年間（令和８～13年）
1/2助成

4 旧居留地連絡協議会 更新（9回目）
６年間（令和８～13年）
1/2助成

フラワーロード沿道まちづくり協議会 更新（3回目）
６年間（令和８～13年）
1/2助成

令和７年度第１回　まちづくり支援事業 検証・評価

（1）長期協定運用団体・長期活動団体の更新

番 号 団体名
検証評価

分類
年数・助成額

1 道場八多連合まちづくり協議会 更新（4回目）
６年間（令和８～13年）
1/2助成(5万まで満額)

2 会下山地区まちづくり協議会 更新（4回目）
６年間（令和８～13年）
1/2助成(5万まで満額)

（2）まちづくり専門家派遣[コンサルタント派遣]

番 号 団体名
検証評価

分類

7 三宮中央通りまちづくり協議会 更新（4回目）
６年間（令和８～13年）
1/2助成

8 みなと元町タウン協議会 更新（6回目）
６年間（令和８～13年）
1/2助成

年数

5
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所在

東灘区

東灘区

東灘区

東灘区

東灘区

東灘区

所在

東灘区

東灘区

【参考】令和７年度第２回　まちづくり支援事業 検証・評価

（1）長期協定運用団体・長期活動団体の更新

番 号 団体名
検証評価

分類
年数・助成額

1 美しい街岡本協議会 更新（8回目）
６年間（令和８～13年）
1/2助成(5万まで満額)

2 魚崎郷まちなみ委員会 更新（5回目）
６年間（令和８～13年）
1/2助成

3 青木地区まちづくり協議会 更新（3回目）
３年間（令和８～10年）
1/2助成

4 深江地区まちづくり協議会 更新（6回目）
６年間（令和８～13年）
1/2助成(5万まで満額)

5 六甲アイランドまちづくり協議会 更新（3回目）
３年間（令和８～10年）
1/2助成

6 本山北町まちづくり協議会 更新（1回目）
３年間（令和８～10年）
1/2助成

（2）まちづくり専門家派遣[コンサルタント派遣]

番 号 団体名
検証評価

分類
年数

8 深江地区まちづくり協議会 地域提案 ２年間（令和８～９年）

7 青木地区まちづくり協議会 地域提案 ２年間（令和８～９年）
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令和７年度 まちづくり専門委員一覧 

（50 音順・敬称略） 

 

所属 氏名（ふりがな） 委嘱期間 

合同会社 こと・デザイン  

（まちづくりコンサルタント） 

（かどの ふみかず） 

角野 史和 

令和７年度 

令和８年度 

関西学院大学 建築学部 教授 
（しみず ようこ） 

清水 陽子 

令和７年度 

令和８年度 

神戸芸術工科大学 大学院芸術工学研究科 

建築・環境デザイン学科 教授 

（ながの まき） 

長野 真紀 

令和７年度 

令和８年度 

神戸大学 大学院経営学研究科 教授 
（なかむら えり） 

中村 絵理 

令和７年度 

令和８年度 

神戸香風法律事務所 弁護士 
（よしはら きよひで） 

𠮷原 清英 

令和７年度 

令和８年度 

資料２ 
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まちづくり専門委員会議開催要綱 

 

平成 27 年３月９日 住宅都市局長決定 

令和５年３月 15日 改正        

（趣旨） 

第１条 神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例（以下「まちづくり条例」という。）

第 19 条に規定するまちづくり専門委員（以下「委員」という。）より，専門的な見地から幅広

く意見を求めることを目的として，まちづくり専門委員会議（以下「会議」という。）を開催

する。 

（委員） 

第２条 会議に参加する委員は，次に掲げる者のうちから，市長が委嘱する。 

 (1) 都市計画，土木，法律，経済，防災等を専門とする学識経験を有する者 

 (2) まちづくりコンサルタント及び商業コンサルタント等の実務経験を有する者 

２ 前項の規定により委嘱する委員の人数は，それぞれ６名以内とする。 

（委員の役割） 

第３条 委員は，次の各号に定める事案について，意見を述べるものとする。 
(1) まちづくり条例第９条第２項及び第９条第４項に規定する，まちづくり協定の締結及び変

更する場合 

(2)  まちづくり条例第 12 条第２項に規定する，まちづくり協定に係る地区内の届出に係る行

為が，まちづくり協定に適合しないと認められ，当該届出をした者と必要な措置について

協議する場合 

(3)  まちづくり条例第４条に規定するまちづくり協議会を認定する場合 

(4)  まちづくり条例第６条に規定するまちづくり協議会の認定の取り消しをする場合 

(5)  まちづくり条例第７条に規定するまちづくり提案を受ける場合 

(6)  神戸市まちづくり専門家派遣要綱第９条に規定する，まちづくりコンサルタント派遣に係

る検証及び評価を実施する場合 

(7)  神戸市まちづくり助成要綱第２条第２項に規定する，検証及び評価を実施する場合 

(8)  その他，市長が必要があると認める場合 

２ 委員は，次の各号に定める事案について，報告を受けるものとする。 

(1) まちづくり条例施行規則第４条に規定するまちづくり協議会に係る変更の届出があった

場合 

(2) まちづくり協議会より認定取消申出書が提出され，認定を取り消す場合 

 （任期） 

第４条 委員の任期は，１期２年とし，最長任期は原則５期 10 年以内とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

（会議の開催時期） 

第５条 会議は，原則として年２回開催する。なお，第３条各号に定める事案がある場合は，事

案に応じて委員を招集し適宜開催するものとする。また，軽微な項目については，委員個別に

報告し，意見を聴くことができるものとする。 

 

資料３ 

29



 
 

（会議の公開） 

第６条 会議は，これを公開とする。ただし，次のいずれかに該当する場合で，都市局長が公開

しないと決めたときは，この限りでない。 

(1) 神戸市情報公開条例（平成 13 年神戸市条例第 29 条）第 10 条各号に該当すると認められる情

報について意見交換を行う場合 

(2) 会議を公開することにより公正かつ円滑な会議の進行が著しく損なわれると認められる場合 

２ 会議の傍聴については，神戸市有識者会議傍聴要綱（平成 25年３月 27 日市長決定）を適用

する。 

（庶務） 

第７条 会議の庶務は，都市局まち再生推進課において処理する。 

（施行細目の委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，会議の開催に必要な事項は，都市局副局長が定める。 

 

附 則（令和２年５月１日決裁） 

 （施行期日） 

 この要綱は，平成 27年３月９日より施行する。 

 この要綱は，平成 31年４月１日より施行する。 

   この要綱は，令和２年５月１日より施行する。 

この要綱は，令和５年３月 15 日より施行する。 
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              神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例 

 

昭和 56 年 12 月 23 日条例第 35 号 

 

目次 

第１章 総則（第１条－第３条） 

第２章 まちづくり協議会（第４条－第６条） 

第３章 まちづくり提案（第７条・第８条） 

第４章 まちづくり協定（第９条－第１２条）  

第５章 地区計画等（第１３条－第１６条）  

第６章 助成等（第１７条・第１８条）  

第７章 まちづくり専門委員（第１９条）  

第８章 雑則（第２０条・第２１条）  

附則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，住民等の参加による住み良いまちづくりを推進するため，都市

計画法（昭和４３年法律第１００号・以下「法」という。）第１６条第２項の規定

に基づく地区計画等の案の作成手続に関する事項及びまちづくり提案，まちづくり

協定等に関する事項について定めることを目的とする。 

（定義）  

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１）まちづくり協議会 第４条の規定により認定された協議会をいう。 

（２）まちづくり提案 第７条の規定により策定された提案をいう。 

（３）まちづくり協定 第９条の規定により締結される協定をいう。 

（４）地区計画等 法第１２条の４第１項各号に掲げる計画をいう。 

（５）住民等 地区内の居住者，事業者及び土地又は家屋の所有者をいう。 

（市長の基本的責務） 

第３条 市長は，住み良いまちづくりを推進するための基本的かつ総合的な施策を策

定し，及びこれを実施しなければならない。 

 

 第２章 まちづくり協議会 

（まちづくり協議会の認定） 

第４条 市長は，まちづくり提案の策定，まちづくり協定の締結等により，専ら，地

区の住み良いまちづくりを推進することを目的として住民等が設置した協議会で，

次の各号に該当するものをまちづくり協議会として認定することができる。 

（１）地区の住民等の大多数により設置されていると認められるもの 

（２）その構成員が，住民等，まちづくりについて学識経験を有する者その他これ

らに準ずる者であるもの 
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（３）その活動が，地区の住民等の大多数の支持を得ていると認められるもの 

（まちづくり協議会の認定申請） 

第５条 前条の規定による認定を受けようとする住民等の協議会は，規則で定めると

ころにより，市長に申請しなければならない。 

（まちづくり協議会の認定の取消し） 

第６条 市長は，第４条の規定により認定したまちづくり協議会が，同条各号の一に

該当しなくなったと認めるときその他まちづくり協議会として適当でないと認める

ときは，その認定を取り消すものとする。 

 

第３章 まちづくり提案 

（まちづくり提案の策定） 

第７条 まちづくり協議会は，住み良いまちづくりを推進するため，住民等の総意を

反映して地区のまちづくりの構想に係る提案をまちづくり提案として策定すること

ができる。 

（まちづくり提案への配慮） 

第８条 市長は，住み良いまちづくりを推進するための施策の策定及び実施にあたっ

ては，まちづくり提案に配慮するよう努めるものとする。 

 

第４章 まちづくり協定 

（まちづくり協定） 

第９条 市長とまちづくり協議会は，住み良いまちづくりを推進するため，次の各号

に掲げる事項について定めた協定をまちづくり協定として締結することができる。

ただし，地区計画等で定められた事項については，この限りでない。 

（１）協定の名称 

（２）協定の締結の対象となる地区の位置及び区域 

（３）協定の締結の対象となる地区のまちづくりの目標，方針その他住み良いまちづ

くりを推進するため必要な事項 

２ 市長は，まちづくり協定を締結しようとするときは，あらかじめ，まちづくり専

門委員の意見を聴くものとする 

３ 市長は，まちづくり協定を締結したときは，その旨を公告しなければならない。 

４ 前２項の規定は，まちづくり協定を変更する場合について準用する。 

（まちづくり協定への配慮） 

第１０条 住民等は，建築物その他の工作物の新築，増築又は改築，土地の区画形質

の変更等を行おうとするときは，まちづくり協定の内容に配慮しなければならない。 

（行為の届出の要請） 

第１１条 市長及びまちづくり協議会は，まちづくり協定を締結したときは，当該ま

ちづくり協定に係る地区内において，次の各号に掲げる行為を行おうとする者に対

し，規則で定めるところにより，あらかじめ，その内容を市長に届け出るように要

請することができる。 

（１）建築物その他の工作物の新築，増築若しくは改築又は用途の変更 

（２）土地の区画形質又は用途の変更 
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（３）前２号に掲げるもののほか，住み良いまちづくりの推進に影響を及ぼすおそれ

のある行為で規則で定めるもの 

（届出に係る行為についての協議等） 

第１２条 市長は，前条の規定による要請に基づき届出があった場合において，届出

に係る行為がまちづくり協定に適合しないと認めるときは，当該届出をした者と必

要な措置について協議することができる。 

２ 市長は，前項の規定により協議する場合において，必要があると認めるときは，

まちづくり専門委員の意見を聴くことができる。 

３ まちづくり協議会は，第１項の規定よる協議について，市長に意見を述べること

ができる。 

 

第５章 地区計画等 

（地区計画等） 

第１３条 本章は，法の規定により地区計画等の案の作成手続きに関して必要な事項

を定めるものとする。 

（地区計画等の案の作成に係る公告及び縦覧） 

第１４条 市は，地区計画等の案を作成しようとするときは，あらかじめ，その旨並

びに当該地区計画等の種類，名称，位置及び区域を公告し，当該地区計画等の案の

内容となるべき事項（以下「素案」という。）を２週間公衆の縦覧に供しなければ

ならない。 

２ 市は，前項の規定により素案を公衆の縦覧に供しようとするときは，あらかじめ，

素案の縦覧開始の日及び縦覧場所を公告しなければならない。 

（説明会の開催等） 

第１５条 市は，素案の内容を周知させるため必要があると認めるときは，説明会の

開催，広報紙への掲載その他の適切な措置を講じるものとする。 

２ 市は，前項の規定により説明会を開催しようとするときは，開催の日前７日まで

に開催の日時及び場所を公告しなければならない。 

（意見の提出方法） 

第１６条 素案に対する意見は，第１４条第１項の縦覧開始の日から起算して３週間

文書により提出することができる。 

 

第６章 助成等 

（まちづくり協議会に係る助成等） 

第１７条 市長は，まちづくり協議会に対し，技術的援助を行い，又はその活動に要

する経費の一部を助成することができる。 

（まちづくりに係る助成等） 

第１８条 市長は，前条に規定するもののほか，住民等のうち住み良いまちづくりの

推進のために必要な行為を行うと認める者に対し，技術的援助を行い，又はその行

為に要する経費の一部を助成し，若しくは融資することができる。 

 

第７章 まちづくり専門委員 
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（まちづくり専門委員の設置） 

第１９条 市は，住み良いまちづくりを推進するため，まちづくり専門委員を置くも

のとする。 

 

第８章 雑則 

（公告の方法） 

第２０条 第９条第３項（同条第４項において準用する場合を含む。），第１４条第

１項及び第２項並びに第１５条第２項の規定による公告の方法は，神戸市公告式条

例（昭和２５年８月条例第１９８号）に規定するところによるほか，当該まちづく

り協定又は素案に係る地区内若しくは区域内又はその周辺の適当な場所に掲示して

行うものとする。 

（施行の細目） 

第２１条 この条例の施行に関し，必要な事項は規則で定める。 

 

附則 

 この条例は，規則で定める日から施行する。 

 (昭和57年２月15日規則第77号により昭和57年２月15日から施行) 

附則(平成元年３月22日条例第33号) 

この条例は，公布の日から施行する。 
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